
Ⅰ はじめに

本研究の目的は，二次医療圏別の自宅死亡割

合が医療・介護サービス供給や社会経済的要因

によってどの程度影響を受けるかを定量的に測

定し，高齢化社会後に向けて我が国の医療・介

護供給体制のあり方について検討することであ

る。

死亡場所が自宅から病院などの医療機関に変

化してきたことは良く知られた事実である。厚

生労働省（2009）から病院・診療所における死

亡の割合と，自宅における死亡の割合を算出し

たのが図1である。1951年に前者が11.62％，後

者が82.47％であったのが，1976年には逆転し，

2008年には前者は81.12％，後者は12.67％となっ

ている。

なぜ，病院などの医療施設で亡くなるケース
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出所） 厚生労働省大臣官房統計情報部編「人口動態統計」より筆者作成。

図1 病院・診療所での死亡の割合・自宅での死亡の割合



が増えたのか。根源的には亡くなる直前に病院

に入院し，そのまま亡くなるという経過を辿る

ことが多いと考えられる。新村ほか（1989）は，

人口動態社会経済面調査の結果を分析している。

死亡時に入院していた高齢者は59.8％であった。

入院した理由としては「医師に指示された」は

70.2％が最も多いが，「病状が急変・悪化し，在

宅では治療・看護ができなかった」が42.4％，

「入院した方が良い医学的管理が受けられると思っ

た」は33.8％であった。服部ほか（2001）によ

る訪問看護ステーションに対する調査結果から

も同様の理由が示唆されている。在宅死を望み

ながら病院で亡くなった患者の入院理由として，

病状の悪化によるものが最も多かったこと，ま

た，その事例のうち介護負担が大きいことが問

題視されたことを彼らは指摘している。

他方，在宅で死亡するか否かは本人の選択に

よるべきである。平成14年から平成16年まで開

催された「終末期医療に関する調査等検討会」

は平成15年に国民や医療・介護従事者に意識調

査を実施した。そこでは，「あなた自身が高齢と

なり，脳血管障害や痴呆等によって日常生活が

困難となり，さらに，治る見込みのない疾病に

侵されたと診断された場合，どこで最期まで療

養したいですか。」という質問をしている。これ

に対して，一般国民は病院：38％，老人ホーム：

25％，自宅：23％，と回答している。自宅以外

を選択した者の理由は，「家族の介護などの負担

が大きいから」が最も多く84％であった。次に

「緊急時に迷惑をかけるかもしれないから」が46

％であった。

このことは，医療・介護ニーズが大きくなり，

多様化する終末期に対応できるだけの医療・介

護サービス提供体制が整備されれば，国民の選

択も変わり得る可能性があることを意味する。

先行研究はこの視点を支持する。田宮ほか

（1990）は3市町村で一定期間内に死亡した463名

の高齢者の遺族に対してヒアリングを実施し，

①死亡時年齢が高いほど，②往診が行われてい

た場合，③福祉サービスの利用が行われていた

場合，において在宅死亡確率が高まることを多

重ロジスティック回帰で明らかにしている。

伊木ほか（1991）は悪性腫瘍以外で死亡した

患者家族に対して訪問調査を実施し，①医療機

関で亡くなるケースは配偶者1人のみで介護して

いる割合が，②在宅で死亡の場合は医師や訪問

看護師の往診を受けている割合が，高いことを

示した。すなわち，家庭介護力と医療・介護サー

ビスが在宅死亡に影響を持つことを示した。

杉本ほか（2003）は訪問看護ステーションへ

の郵送調査により，①在宅ターミナルケアに対

して医師が積極的であること，②農山漁村であ

ること，③入院ベッドの確保，が訪問看護ステー

ションの利用者の在宅死亡割合に影響を与えて

いることを示した。

定村・馬場園（2005）は介護保険制度施行後

である2001年において，①人口あたり施設入所

サービス利用者数が在宅死亡の割合を引き下げ，

②人口あたり短期入所サービス利用者数が引き

上げることを示している。宮下ほか（2007）は

2004年時点について，①人口10万人あたり病院・

診療所病床数と在宅死亡割合が有意な負の相関

を，②老衰の死亡率と在宅死亡割合が有意な正

の相関を，示すことを指摘した。Yang,et.al

（2006）は都道府県単位の一時点のクロスセクショ

ンデータではなく，1980年から2002年のデータ

をプールして分析に利用している。彼らは65歳

未満を基準として年齢が高いほど，死因につい

てはがんを基準にして脳血管疾患や心疾患の場

合に，在宅で死亡する割合が高いことを示した。

本稿は上記の先行研究を受けて，二次医療圏

別の自宅死亡割合が医療・介護サービス供給や

社会経済的要因によってどの程度影響を受ける

かを定量的に測定することを目的とする。上記

の最後の3論文は都道府県単位で自宅死亡割合に

対する要因ごとの影響について測定しているが，

後に見るように同じ都道府県でも二次医療圏別

に自宅死亡割合は異なり，医療・介護サービス

供給体制も異なる。また，一時点のクロスセク

ションデータでの分析は観察できない地域特性

（在宅死を好む地域特性等）の影響を排除できな

い。この点も本稿では考慮されて分析が行われ
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る。

なお，本稿は医療・介護サービスの充実によっ

て自宅での終末期を迎えることをより促進する

ことを主張するものではない。一般的には，選

択肢が多い方が多様な嗜好を持つ個人の生活が

より豊かになると考えられる。それは終末期を

どこで過ごし，どこで亡くなるかの選択におい

ても同様であろう。病院で死にたいと思う個人

もいれば，家で死にたいと思う個人もいるであ

ろう。先験的にどちらが望ましいというもので

はなく，個人の価値判断によるものである。

現状では病院で亡くなる方が圧倒的に多い。

それが当事者やその家族の選択によるものなの

か，サービスの供給制約によるものなのかは明

らかにされるべき課題である。その課題とは別

に，在宅生活・自宅死亡という選択肢を実質的

に支える効果を持つ要因があるのか，もしある

ならばそれはどれくらいの効果を持つのか，と

いう点も検討すべき課題である。本稿の目的は

後者の在宅生活・自宅死亡という選択肢を支え

る要因を明らかにする作業となる。

本稿は以下において次のように構成される。

次節においては分析枠組みについて説明される。

Ⅲにおいては使用するデータが説明され，在宅

死亡割合の動向について記述的な統計により概

況が説明される。Ⅳにおいては推定結果が与え

られる。最後の節では考察と結論として，推定

結果を吟味し結論が述べられる。

Ⅱ 分析枠組み

あるt年における二次医療圏iにおける自宅

死亡割合homeitを被説明変数とし，それに影響

を与えると考えられる要因のxitへの回帰を考え

る。具体的には

を考える。xitは上記で考察した変数が含まれる。

すなわち，地域での高齢者の家族構成の状態

（高齢者単身・夫婦世帯比率）や居住環境（都市

化の指標としての第一次産業就労者比率），所得

水準，在宅や外来での医療サービスの利用可能

性（診療所数），施設・病院サービスの利用可能

性（人口当たりベッド数），居宅介護サービスの

利用可能性（居宅介護サービス事業所数）が含

まれる。・iは固定効果であり，個別二次医療圏

の観察できない特有の効果（在宅で看取ること

に対する価値付けなど）を吸収する。・tは時間

効果を測定する。次節で説明するとおり，今回

使用するデータは1995年，2000年，2005年の3時

点を含む。2000年，2005年は介護保険法が実施

された後の年であるため，時間効果が大きく影

響している可能性がある。・itは誤差項である。

死亡場所に影響を与える要因を検討すること

は，それらの要因が当事者の死亡場所を規定す

る可能性や，それらの要因を踏まえて当事者が

死亡場所を選択している可能性を検討すること

を意味する。死亡という極めて医学的な事象に

医療以外の要因が影響をするのか，という疑問

があるかも知れない。医療以外の介護サービス

や家庭介護力が実際に影響を与えていることを

先行研究は示していた。ただし，先行研究は

Yang,et.al（2006）を除けば，ある特定時点の

ある特定地域における調査結果から導き出され

た結論であったり，ある特定時点の複数地域の

クロスセクションデータからの導き出された結

論であったりするものである。パネルデータを

用いることにより，これらの先行研究が内在的

に抱える課題の幾つかは解決できると考えられ

る。

自宅で死亡するか否か，在宅で看取るか否か，

には恐らく地域的な要因が影響を与えると考え

られる。地域の病床数などの影響による部分も

あるが，地形的な要因による医療機関へのアク

セスの違いなどのデータ上は観察されない地域

固有の要因もあり得る。これらの地域固有の要

因はパネルデータ分析において個別地域ごとの

固定効果として吸収される。

他方，観測時点によって自宅での死亡割合が

変化する可能性もある。これは死亡する当事者

が属する世代（コホート）が異なることやある
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時点から介護保険制度に代表されるような自宅

死亡割合に影響を与え得る制度が導入されるこ

となどである。これらの特定時点の影響もコン

トロールした上で，自宅死亡割合に影響を与え

る要因の純粋な効果を抽出することが重要とな

る。Yang,et.al（2006）では死亡時期の違いに

ついてはコントロールされているものの，地域

固有の効果はコントロールされていない。本稿

での分析は二次医療圏単位の集計データをパネ

ル化することにより，この点を克服することが

可能である。

Ⅲ 使用するデータ

1995年，2000年，2005年の二次医療圏単位の

データを使用する。すべてのデータで2005年時

点の二次医療圏の市町村構成が過去に遡って適

用されて集計されている。これは2005年までに

市町村合併や二次医療圏の組み替えがあったこ

とに対応するものである。この作業により，二

次医療圏別のデータを異時点間で比較可能とし

ている1）。

自宅死亡割合については，泉田・川越（2010）

によって集計・報告されたデータを用いる2）。自

宅死亡割合は二次医療圏ごとに死亡総数に対し

て自宅で死亡していた割合を算出して用いてい

る。前節で見たとおり，死亡時の年齢階級によっ

て自宅死亡割合が異なることが考えられるため，

死亡時の年齢を65歳から74歳，75歳から84歳，

85歳以上，と3階級に区分して分析に供した。ま

た，65歳以上の高齢者の死因が悪性腫瘍，心疾

患，脳血管疾患である場合に限定した分析も行

う。

説明変数は以下の通りである。世帯構成につ

いては，高齢者を世帯構成員に含む世帯数と単

身高齢者世帯，夫婦のみ高齢者世帯数，親族以

外と居住する高齢者世帯数を総務省「国勢調査」

から入手し，単身高齢者世帯比率，夫婦のみ高

齢者世帯比率，親族以外と居住する高齢者世帯

比率を算出して変数として用いた。このほかに

非親族と同居する高齢者世帯数が利用可能であ

るが，一次従属となるために変数としては投入

しない。親族と居住する高齢者世帯は家族介護

力が相対的に高いと一般的に想像されるが，こ

れに対して，単身高齢者世帯，夫婦のみ高齢者

世帯，非親族と同居する高齢者世帯であること

がどの程度自宅で看取ることが可能になるのか

を地域単位で明らかにすることになる。単身高

齢者世帯比率，夫婦のみ高齢者世帯比率，親族

以外と居住する高齢者世帯比率はともに負の符

号を持つことが一般的に期待されるであろう。

第一次産業比率についても総務省「国勢調査」

から産業別就業者数の情報を入手し，総数に占

める農業・漁業・林業の就業者の割合を算出し

た。これは先行研究において農山漁村であるこ

とが自宅死亡割合を高めるとされているため，

変数として導入した。

医療施設の利用可能性として，65歳以上高齢

者あたりの病院病床数を利用した。病院病床数

については，公表されている「医療施設調査」

の市町村別定員数を利用した。これを二次医療

圏単位に集計し，「国勢調査」から得られる65歳

以上人口で除して用いる。なお，平成7年の「医

療施設調査」のデータは利用可能でなかったた

め，平成8年のデータを利用している。65歳以上

高齢者あたりの診療所数も同様の手続きの下に

作成されている。

居宅介護サービス事業所数については「社会

福祉施設等調査」の市町村別事業所数，および

介護サービス施設・事業所統計調査名簿から市

町村ごとの事業所数を計数し，二次医療圏単位

に集計した。平成7年，12年についてはデータが

利用可能でなかったため，それぞれ平成8年，11

年の「社会福祉施設等調査」の数値によった。

所得水準については，「所得」は総務省自治税

務局「市町村税課税状況等の調べ」から納税義

務者数と課税対象所得（千円）の額の情報を得

て，前者で後者を除すことによって得た。この

変数は自治体単位で公表されているため，二次

医療圏単位に再集計することが可能である。他

方，その地域の所得水準を示すものであるため

高齢者の所得水準だけを示すものではない。し

Winter'10 死亡場所の差異と医療・介護サービス供給の関係の分析 207



かしながら，二次医療圏や市町村単位で利用可

能な高齢者の所得水準を表す指標がほかにない

ためこの変数を用いた。

これらのデータの出所は表1に，記述統計は表

2にまとめられている。分析に進む前に死亡の動

向について使用データから確認しよう。図2a）は

各年齢階層の死亡者数の動向を示したものであ

る。65歳以上に到達して亡くなった者の総数は

2005年で80万人を超える水準となっている。65

歳以上の年齢層を3階層に分けると，85歳以上で

亡くなる人数が多いことがわかる。これらの死

亡者のうち自宅で亡くなっている人数を示した

のが，図2b）である。総数としては減少傾向にあ

るものの，2005年時点で8万人程度であることが

わかる。また，自宅で死亡する人数としては死

亡者数も多いことから85歳以上の者の数が多い
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出所） 筆者作成。

出所） 筆者作成。

表1 データの出所

変数 データの出所

65歳～74歳高齢者の自宅死亡割合

泉田・川越（2010）による計算結果

（後注2を参照のこと）

75歳～84歳高齢者の自宅死亡割合

85歳以上高齢者の自宅死亡割合

脳血管疾患による死亡者の自宅死亡割合

心疾患による死亡者の自宅死亡割合

悪性腫瘍による死亡者の自宅死亡割合

単身高齢者世帯比率

総務省統計局『国勢調査』各年版より筆者計算
夫婦のみ高齢者世帯比率

非親族と同居高齢者世帯比率

第一次産業比率

所得水準
総務省自治税務局『市町村税課税

状況等の調べ』各年版

居宅介護事業所数
厚生労働省大臣官房統計情報部編

「社会福祉施設等調査」各年版

診療所数・（病院の）病床数
厚生労働省大臣官房統計情報部編

「医療施設調査」各年版

表2 記述統計表

Variable Obs Mean Std.Dev. Min Max

65-74歳高齢者の在宅死亡割合 918 0.105 0.029 0.013 0.270

75-84歳高齢者の在宅死亡割合 918 0.125 0.049 0.035 0.344

85歳以上高齢者の在宅死亡割合 918 0.196 0.108 0.027 0.582

悪性腫瘍患者の在宅死亡割合 918 0.157 0.089 0.017 0.507

心疾患罹患者の在宅死亡割合 918 0.235 0.067 0.034 0.443

脳血管罹患者の在宅死亡割合 918 0.076 0.037 0.007 0.319

単身高齢者世帯比率 918 0.153 0.047 0.059 0.309

夫婦のみ高齢者世帯比率 918 0.190 0.037 0.087 0.275

非親族と同居する高齢者世帯比率 918 0.001 0.000 0.000 0.004

病床数 918 0.047 0.020 0.008 0.161

診療所数 918 0.235 0.067 0.034 0.443

居宅介護事業所数 918 1.615 1.805 0.021 8.718

所得水準 918 3248 472 2487 6563

第一次産業比率 918 0.094 0.072 0.000 0.332

2000年ダミー 918 0.380 0.486 0 1

2005年ダミー 918 0.391 0.488 0 1



ことがわかる。

図3は図2a），b）から算出された自宅死亡割合

の推移である。1995年には85歳以上の自宅死亡

割合は約30％と高かったが急速に低下し，2005

年には約12％程度と65歳から74歳，75歳から84

歳の水準と変わらない水準に低下してきている。

なお，自宅死亡割合は同一都道府県別であっ

ても，二次医療圏が異なると数値が異なる。図4

は2005年の85歳以上の死亡者について，二次医

療圏別の数値とその二次医療圏が属する都道府

県の数値を比較したものである。これをみると，

都道府県単位で観察した場合と二次医療圏単位

で観察した場合で自宅死亡割合が異なる場合が

あることがわかる3）。
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出所） 厚生労働省大臣官房統計情報部編「人口動態統計」より筆者作成。

図2a） 65歳以上の高齢者の死亡数推移 図2b） 65歳以上の高齢者の自宅死亡数推移
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出所） 厚生労働省大臣官房統計情報部編「人口動態統計」より筆者作成。

図3 自宅死亡割合の年次別年齢階級別動向



Ⅳ 推定結果

推定結果は表3にまとめられている。表3は65

歳以上，75歳以上，85歳以上に分けた場合の自

宅死亡割合に対する効果を推定しているもので

ある。fixedeffectmodelとrandomeffectmodel

が推定されている。いずれの場合においても

Hausman検定によりrandom effectmodelに対

して，fixedeffectmodelが採用される。また，

BreuschPegan検定によりPooling推定に対して

fixedeffectmodelが採用される。さらに，固定

効果の項がすべてゼロであるという帰無仮説も

F-検定により棄却される。なお，表には示され

ていないが，年次ダミー変数がすべて0であると

いう帰無仮説は残差を用いたF検定により棄却

されている4）。

次にfixedeffectmodelにおける個別の変数の

効果を見ていこう。なお，年次ダミー変数以外

はすべて対数化してあるため，推定値は弾力性

として解釈できる。まず，第一次産業比率変数

である。いずれの場合においても有意とはなっ

ていない。それゆえ，農山漁村であること自体

は，全国的に見れば，自宅死亡割合に影響を与

えないと考えられた。次に所得変数は75歳～84

歳のケースにおいて負で有意であったが，ほか

の年齢階級については有意ではなかった。地域

的な所得水準が特定の年齢階級だけに有意な影

響を与える結果となっている。2000年ダミー変

数と2005年ダミー変数はいずれの場合において

も負で有意であった。

世帯構成を表す各変数のうち，単身高齢者世

帯比率については，75歳～84歳を除いて正で有

意であった。夫婦のみ高齢者世帯比率はいずれ
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図4 都道府県別および二次医療圏別自宅死亡割合（2005年；85歳以上）
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のケースにおいても負で有意であった。他方，

非親族との同居高齢者世帯比率はいずれのケー

スにおいても有意ではなかった。結果として，

夫婦のみ高齢者世帯比率は期待通り負の符号を

もったが，単身高齢者世帯比率については逆の

結果となった。すなわち，単身高齢者世帯の場

合，自宅死亡割合が有意に高いこととなった。

我々の興味の対象は医療・介護の供給量の増

加によってどの程度自宅死亡割合に影響を与え

るのか，であった。病床数は65歳～74歳の死亡

については有意であったが，ほかの年齢階級に

ついては有意ではなかった。推定された係数の

大きさを比較すると年齢階級が高くなるほど絶

対値が小さくなるため，年齢が高くなるほど地

域の病床数が自宅死亡割合に影響を与えなくな

る可能性が示唆されたといえよう。

他方，居宅介護サービス事業所数はすべての

年齢階級について正となった。このため，居宅

介護サービス事業所の量的な充実は年齢にかか

わらず自宅死亡割合を高める可能性が示唆され

た。他方，診療所数はいずれの場合においても

有意でなかった。

各変数の弾力性を比較すると，単身高齢者世

帯比率・夫婦のみ高齢者世帯比率，所得水準，

年次ダミー変数の推定値は，供給サイドの変数

で有意な効果を持つ居宅介護サービス事業所数

の推定値よりも相対的に大きな値が得られてい

た。このため，居宅介護事業所の整備により自

宅死亡割合に対して与え得る影響よりも高齢者

の住まい方や所得水準などの政策外の変数の影

響の方が大きいと考えられた。

次に65歳以上の高齢者について，死因が脳血

管疾患，心疾患，悪性腫瘍，の場合についての

分析結果を検討しよう。表4を見ると，死亡時に

脳血管疾患，心疾患，悪性腫瘍に罹患していた

高齢者に絞っても上の結果とほぼ同様の結果が

得られることがわかる。医療・介護サービスの

効果だけに絞ると，すべての疾患について病床

数は有意ではなかった。診療所数は脳血管疾患

については正で有意であるが，ほかの場合は有

意でなかった。しかしながら，居宅介護事業所

数はいずれの場合においても正で有意であった。

Ⅴ 考察と結論

前節までの分析は二次医療圏別のパネルデー

タセットを構築し，自宅死亡割合に影響を与え

る要因，特に医療・介護サービス，の効果の大

きさを定量的に測定することであった。すなわ

ち，自宅での死亡を後押ししたり，抑制したり

する要因を明らかにすることが本稿の分析の内

容であった。しかしながら，本稿の分析の目的

は在宅での看取りを推進する意図を持つもので

はない。個人の選択の自由が看取られる場所の

選択においても行使されるのであるならば，そ

の選択の自由を保障する体制を確保するべき，

という立場である。重要であることは，自宅で

の死亡は本人の選択だけで実現されるとは限ら

ないことである。秋山ほか（2007）は在宅死に

影響を与える要因として療養者と介護者双方の

在宅死希望が在宅死に強く影響していることを

指摘している。介護者が自宅での看取りを希望

しても，介護負担によって躊躇するかもしれな

い。在宅での医療・介護サービスの確保は介護

者の介護負担軽減を通じて，在宅死も選ぼうと

思えば選ぶことが可能であるという本人の選択

の自由を確保するために重要な要素となるかも

知れない。

どこで亡くなるか，看取るか，という選択は

社会的・宗教的な影響を色濃く受けるであろう。

図1でみたとおり，2008年において日本では82.4

％が病院や診療所で死亡し，12.24％が自宅で死

亡していた。この数値が高いのか低いのか，と

いう点について既存文献から確認しておこう。

Cohen,et.al（2008）は欧州6カ国の比較を行っ

ている。2003年の死亡証明書（deathcertifi-

cates）のデータを用いて病院での死亡割合を算

出したところ，オランダの33.9％からウェール

ズ（Wales）の62.8％やスウェーデンの62.5％

（2002年）と幅があった。米国の場合はJoan,

et.al（2004）による2000年時点のデータの分析

結果から計算すると，18歳以上の死亡者のうち
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自宅で死亡した者は30.9％，病院やNursing

homeで亡くなった者は68.4％と考えられる。こ

れらの数値よりも日本の数値は高い状況にある

が，それが問題ではない。出来得る限り個人の

希望が満たされているか，という点を検討する

ことこそが重要なのである。

今後，看取りにおいて個人の選択の自由を維

持・拡大していけるか，という点は定量的な観

点の課題から脅かされている。国立社会保障・

人口問題研究所（2006）の推計結果によると

2005年時点の死亡者数108万人が2025年時点では

154万人と約1.5倍程度となる。病院や自宅での

死亡数は単純に考えると1.5倍となる。両者の実

際の比率は将来異なるかもしれないが，いずれ

にせよ現実的に医療・介護サービスで支えられ

るのか否かという点は重要な検討課題となる。

この点を踏まえて本稿で得られた分析結果に

ついて考察する。本稿の分析で得られた主な結

果は次のとおりである。①夫婦のみ高齢者世帯

比率が自宅死亡割合に対して負の効果を持って

いた。②単身高齢者世帯比率は自宅死亡割合に

対して正の効果を有意に持つ場合があった。③

病床数は自宅死亡割合に対して有意な効果を持

つケースはほとんどなかった。④居宅介護事業

所数はいずれの場合においても自宅死亡割合に

対して正の効果を持っていた。⑤診療所数は有

意な効果を持つケースはほとんどなかった。脳

血管疾患で死亡した場合については，正で有意

な効果を自宅死亡割合に与えていた。

夫婦のみ高齢者世帯比率が在宅死亡割合に対

して負の効果を持つことは先見的な予測どおり

である。夫婦のみ高齢者では看取りの時期を家

庭介護力で支えることが難しくなるために自宅

死亡割合が低下する。国立社会保障・人口問題

研究所（2008）によれば，世帯主が65歳以上の

高齢者である夫婦のみ世帯は2005年の約387万世

帯から2025年には約673万世帯と約1.7倍に増加

すると推計されている。このため高齢者世帯の

うち夫婦のみ高齢者世帯の構成比率が高まるこ

とは，本稿での推計によれば，病院での死亡数

の増加要因となると考えられる。

他方，単身高齢者世帯は同推計で，2005年の

約465万世帯から2025年には約599万世帯と約1.3

倍に増加すると推計されている。夫婦のみ高齢

者世帯比率と単身高齢者世帯比率は自宅死亡割

合に対して逆向きの効果を持つため，それぞれ

の構成比率の伸び率と推定された係数の弾力性

を考慮することが重要となってくる。いずれに

ついても，夫婦のみ高齢者世帯の方が（絶対値

が）大きいため，ほかの条件を一定とすれば今

後も病院などの医療機関での死亡割合が高まっ

ていくと考えられる。

なお，地域において単身高齢者世帯比率が高

まることは地域での自宅死亡割合が高まるとい

う本稿の結果は現実に対して重要な含意を持つ

かもしれない。孤独死の問題である。本稿の分

析では単身の高齢者が亡くなる場合にどのよう

に看取られているかまでの情報は利用可能でな

い。それゆえ，単身高齢世帯については選択と

しての自宅での死亡なのか，孤独死となってし

まったかの識別はできない。この点については

より精密に検討していく必要のある課題と考え

られる。

病床数が自宅死亡割合に対して必ず負の効果

を持つわけではないことは意外な結果であった。

定村・馬場園（2005）や宮下ほか（2007）は負

の効果を持つことを示唆していたため，彼らの

結果とは異なる結果となっている。ひとつの可

能性は本稿での分析が二次医療圏単位のデータ

を用いていることかも知れない。

診療所数が有意な効果を持つケースがほとん

どなかったことは，看取り機能というよりも在

宅診療を行っている診療所がそもそも少ないこ

とによる可能性がある。田宮ほか（1990）は往

診医があることが，杉本ほか（2003）は医師の

在宅での看取りに対する積極姿勢が，自宅死亡

割合を高める要因であることを指摘している。

すなわち，彼らは医師の数そのものではなく，

医師が往診するか否か，在宅での看取りに積極

的か否かという定性的な点の影響を分析してい

る。本稿では公表された集計データであるため，

定性的な点を考慮することができず，定量的な
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側面しか測定していない。このため，見た目の

結果の違いが生まれているが，本稿での結果は

彼らの結果と矛盾するものではないと考えられ

る。

居宅介護サービス事業所数はいずれの場合に

おいても自宅死亡割合に対して有意な正の効果

を持っていた。このため，定量的な側面だけし

か考慮せずとも，自宅死亡割合を増加させる効

果があるとも言える。我々の分析の制約はサー

ビス供給の確保を施設サービス定員数や居宅介

護サービス事業所数の確保，としている点であ

る。居宅介護サービスについては，地域ごとの

人的資源を「人日」などの単位で把握する方が

より精密に地域の居宅介護サービスの利用可能

性を把握できることになる。このデータ制約は

今後乗り越えるべき課題であると考えられる。

より重要な問題は，人的資源のデータがより

精密になったとしても，我々の分析がサービス

供給の確保をハード面でのみとらえていること

である。先行研究は，在宅での看取りについて

のソフト面でのサービス確保が在宅での看取り

を実現するための重要な要因であることを指摘

している。これは学術的な側面のみならず，看

取りの現場においても重要な情報となる。佐々

木ほか（2008）は訪問看護師に対する調査から，

要介護高齢者本人あるいは家族の意向を訪問看

護師が把握している場合には，要介護高齢者の

実際の死亡場所が意向通りになる割合が高いこ

とを示している。例えば，在宅で最期を迎えた

いと希望する要介護高齢者本人14人中10人が，

在宅では最期を迎えたくないと希望する要介護

高齢者本人27人中，24人が，希望を実現してい

る。しかしながら，最期を迎える場所について

の意向を，訪問看護師が明確に把握していた割

合が6割であったことも報告されている。本人や

家族の意向を医療従事者や介護従事者が知悉し

なければ希望は実現されないかも知れない。

本稿で検討してきた施設や人材確保（ハード

面での充実）のみならずソフト面での充実も終

末期の本人や家族の意向を尊重するために重要

である。看取りに対するハードとソフトの量的

にも質的にも一体的な充実が今後の政策的な課

題であると考えられた。
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注

1） 神奈川県横浜市と川崎市はそれぞれ3つと2つ

の二次医療圏に分割されている。しかしながら，

ほかの変数が区単位では利用可能でないため，

両市についてはひとつの市を二次医療圏として

統合して分析に使用している。

2） 泉田・川越（2010）では厚生労働科学研究費

補助金政策科学推進研究事業（政策科学総合研

究事業）「医療・介護制度における適切な提供

体制の構築と費用適正化に関する実証的研究」

（研究代表者 泉田信行）において厚生労働省

大臣官房統計調査部による「人口動態調査」の

目的外使用申請を統計法32条に基づいて行い，

平成21年6月16日統発第0616001号にて承認を受

けた。本稿ではその集計結果表を用いている。

3） 本稿の分析ではすべての二次医療圏のデータ

を分析に用いているが，都道府県から二次医療

圏へと小地域に区分していくと，特定の年にた

またま観察された事象の影響を強く受ける可能

性がある。ケース数が最少の二次医療圏でも

130のケースが観測されているが，二次医療圏

ごとの死亡症例数の多寡による影響なのか，同

一都道府県内でも異なる二次医療圏であること

による地理的要因などの効果なのかはより厳密

に分析していく必要があると考えられる。

4） 北村（2005），p.71を参照。
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